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2020年オリンピックと働き方改革に待ったなし 
 

セキュリティ対策と働き方改革の求めるもの 
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A．オリンピックとIT部門 
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１．オリンピックと経済効果① 
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１．オリンピックと経済効果② 
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国内の20兆円超（売上）企業はトヨタ自動車。 
2兆円超企業は、JR東、NEC、東レなど。 



２．ロンドン五輪の考察① 
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以下 
野村総合研究所2014 
「知的資産創造」より 
 
ロンドン五輪は、新興国ではなく 
先進国開催例として、東京五輪を 
考える際に参考になる近年の 
事例として捉えられています。 
 
 

五輪の経済効果は 
ロンドンに限らず 
地方にも及んでいる 



２．ロンドン五輪の考察② 
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五輪の経済効果は 
開催後にも 

付加価値を生み続けた 



２．ロンドン五輪の考察③ 
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五輪の経済効果は 
特に、①卸、小売り、
②製造、③サービス業 
の雇用を誘発させた。 
輸送、宿泊・飲食、保
養関連にもよい影響を

与えた 



２．ロンドン五輪の考察④ 
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２．ロンドン五輪の考察⑤ 
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英国政府は2012年9月
に『サイバー・セキュ
リティ保証に向けた
10のステップ
（10Steps To Cyber 
Security）』という企
業向けガイドラインを
発行しています 

https://www.ncsc.gov.uk/guidance/10-
steps-cyber-security 

【お勧め】英国サイバーセキュリティセンター 
10 Steps to Cyber Security(Guidance) 

https://www.ncsc.gov.uk/guidance/10-steps-cyber-security
https://www.ncsc.gov.uk/guidance/10-steps-cyber-security


３．セキュリティ対策 
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想定されるオリンピックに関するセキュリティ関連のリスク 
 
（公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会 
 組織委員会テクノロジーサービス局） 

オリンピックを契機に
日本への攻撃が増え、
それが企業に及ぶリス
クに備える必要があり
ます。 
 
※近年のIoT機器増加は
リスクを高めています 



４．IT部門の対策① 
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富士通セミナーより、一般企業で備えるべき分野のサマリーシート。 



４．IT部門の対策② 
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DDoS攻撃対策が依然重要であること 
・APT攻撃（※）とは全く関係ないこと 
・ファイアウォールやIDS/IPSでは攻撃を止められないこと 
・インターネットサービスプロバイダーではすぐに 
 DDoS攻撃を遮断してもらえない場合があること 
・DDoS攻撃は業務停止のような甚大な被害を受けるにも 
 関わらず、関係ないと考えている企業が多い 
（参考）https://www.shadan-kun.com/ 
 
巧妙化するサイバー攻撃の特徴（近年の特徴） 
・ソフトウェアの更新機能を利用するマルウェア感染 
・正規サービスを踏み台にするC2通信 
・正規サービスの同期機能を利用するC2通信 
・IoTの普及により、攻撃ベースが飛躍的に増大 
 

https://www.shadan-kun.com/


５．オリンピックとテレワーク 
総務省、平成29年4月18日2020年に向けたテレワーク国民運動プロジェクト－ テレワーク・デイ参加企業の募集 － 
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残された時間は…？ 
http://allolympic2020.tokyo/keizaikouka_m
elit_demerit/ 

サイバー対策について 
動画をご覧ください。 

https://www.youtube.com/watch?v=pkClWJ
ciicQ 

・マイクロソフト 

・PwC 

https://www.youtube.com/watch?v=xn-
mLT2Z2dQ 

経済産業省は何を 
考えているか？ 

http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/olympi
c/data/20151201olympic_katsuyosaku.pdf 

国土交通省は何を 
考えているか？ 

https://www.mlit.go.jp/common/001143074.
pdf 

＜補足＞関連する五輪関連URL 

総務省は何を 
考えているか？ 

http://www.soumu.go.jp/main_content/0003
29528.pdf 
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https://www.mlit.go.jp/common/001143074.pdf
http://allolympic2020.tokyo/keizaikouka_melit_demerit/
http://www.soumu.go.jp/main_content/000329528.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000329528.pdf


B. 働き方改革について 
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６．働き方改革の狙い 

働き方改革とは？ 
「働き方改革」は、日本の企業文化、日本人のライフスタイ
ル、日本の働くということに対する考え方そのものに着手す
る改革です。 
 
安倍内閣では、人々のワーク・ライフ・バランスの実現、生
産性の向上を目指し、企業文化や風土を変えようと考えてい
ます。 
 
その背景としては以下が大きな理由です。 
 ①労働人口の減少、少子高齢化 
 ②日本の長時間労働 
 ③労働生産性の低さ 
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６．働き方改革の狙い 

①労働人口の減少、少子高齢化 

18 

（出典）総務省 平成26年情報通信白書 



６．働き方改革の狙い 

③労働生産性の低さ 
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2015年度の日本の名目労働
生産性(就業者1人あたり付加
価値額)は783万円です。 
リーマン・ショック後に大き
く落ち込んだ後、停滞する状
況が続いていたものの、
2011年度に底打ちしてから4
年連続で上昇が続いています。 
それでも、OECD 加盟 35 カ
国中 22 位（労働生産性の国
際比較2016年 公益財団法
人日本生産性本部）で、加盟
国平均を下回っており、先進
７カ国（G7）では最下位と
なっています。 



６．働き方改革の狙い 

一般的に言われる「対策」キーワード 
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１．移民受け入れ 
２．人口知能・AI 
  （関連してビックデータ、クラウド、IoTなど） 
３．女性、高齢者の支援（「一億総活躍」） 
４．ロボット 
５．テレワーク、就労関連イノベーション 



７．テレワークについて 

テレワークの定義 
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＜Wikipediaより＞ 

テレワークとは、勤労形態の一種で、情報通信機器等を活用し時間や場所

の制約を受けずに、柔軟に働くことができる形態をいう。 また、テレワー

クで働く人をテレワーカーと呼ぶ。 テレワークという単語は日本での造語

（和製英語）であるが、テレワークで指している労働形態は欧米にもある。 

 

＜一般社団法人 日本テレワーク協会＞ 

テレワークとは、情報通信技術(ICT = Information and 

Communication Technology)を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟

な働き方のことです。 

 



７．テレワークについて 

３タイプとメリットについて 
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誰のためのメリット？ 
 
１．国家的成長戦略（GDP） 
 
２．国民・労働者の自由な就労 
  （自由時間、介護、余暇） 
 
３．企業の競争力 
  （企業のコスト削減？） 
 
４．ワークシェアリング社会 
  （社会改革の一環※） 
 

※会社組織がなくなる。ベーシックインカムの実現の議論も関係 



C. 働き方のいま 
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８．テレワークの明暗① 

１．移民受け入れ 
２．人口知能・AI 
  （関連してビックデータ、 
   クラウド、IoTなど） 
３．女性、高齢者の支援 
  （「一億総活躍」） 
４．ロボット 
５．テレワーク、 
  就労関連イノベーション 

社会不安？ 

シンギュラリティ？ 

欺瞞？ 

仕事が無くなる？ 

搾取？貧困化？ 

「明」なのか「暗」なのか？ 
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テーマ 本質 キーワード 

１．移民受け入れ ― ― 

２．人口知能・AI（関連して
ビックデータ、クラウド、
IoT等） 

クラウド、ビックデータを利用したAIによる社会変革。多
くの職業が消え、社会や産業が変貌する 

AI、将来消える職業、依
然として必要な職業、人
間価値の確認 

３．女性、高齢者の支援 高齢者も健康でいつまでも働ける社会 一億総活躍＆健康社会 

４．ロボット 
クラウドエンジンを利用して人がやりたくないことをやっ
てくれる。人間の就労時間は週4日、週3日になっていく。
ベーシックインカム議論。 

by クラウド、by AI 

５．テレワーク、就労関連イ
ノベーション 

テレワーク、ノマド、ワークシェア、短時間労働が実現し、
勤労の意味、会社のあり方が変わり、人間の職業観も変
わっていく 

「テレワーク」という言
葉が消え、普通の就労環
境と化す 
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８．テレワークの明暗② 
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８．テレワークの明暗③ 

セキュリティ程度の低い、個人の端末、PCなど
からの侵入、プライバシー侵害、情報漏洩が最大
のリスクになる 
 
「テレワークが危ない!? 最新の標的型攻撃や
IoTマルウェアから学ぶワークプレイスのセキュ
リティ対策」──情報セキュリティの権威、横浜
国大の吉岡准教授に聞く 
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1704/06/news00
2.html 
 
 のぞき見サイト Incecam 

http://www.insecam.org/ 
Insecam「インセカム」は、世界中の監視カメ
ラ約75000台、日本だけでも1800台以上を容
易に見ることが可能なサイトです。例えば、ア
メリカではビーチや工場、日本だと駐車場やコ
インランドリーなどに設置してある監視カメラ
が対象です。 

http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1704/06/news002.html
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1704/06/news002.html
http://www.insecam.org/


９．日本とノルウェー① 

日本の労働人口の49％が 
人工知能やロボット等で 
代替可能に 
 
～601種の職業ごとに、 
コンピューター技術による 
代替確率を試算～ 
 
株式会社野村総合研究所 

 https://www.nri.com/jp/news/2015/151202_
1.aspx 
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９．日本とノルウェー 
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日本とノルウェーの生産性比較 

・人口510万人 
・首都オスロ 
 人口65万人 
 （船橋市より少し多い。  
  船橋市62万人） 
・穏やかな国民性 
・IT立国 
・漁業立国 
・大戦中ロシアの侵攻を 
 撃退した歴史 
・古くはバイキングの歴史 



９．日本とノルウェー 
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日本とノルウェーの女性活躍程度 



９．日本とノルウェー 
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結論：日本とノルウェーの比較が望まれる 

右側：「日本・ノルウェーの働き方の調査」について、 
ワークスアプリケーションズアンケート結果 
（ノルウェー人の93%が「自社の労働生産性は高い」と考えているのに対し、 
同様に答えた日本人は23%と、約4倍の差がつきました。 



１０．最後に （支援とか注意点とか。。。） 
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https://tokyo2020.org/jp/copyright/data/
brand-protection-JP.pdf 

ロゴ等の利用は注意 

https://tokyo2020.org/jp/copyright/data/brand-protection-JP.pdf
https://tokyo2020.org/jp/copyright/data/brand-protection-JP.pdf
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